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．はじめに
現代の急速な科学技術の進展を特徴とする知識基盤社会において、イノベーションは、社
会的経済的繁栄の重要な鍵となっている（ 、 ）。アメリカで
は、中国による追い上げにより経済的地位の低下が危惧される中、持続的な発展に寄与する
イノベーション分野の人材育成が喫緊の課題となっている（ ）。また、ヨーロッ
パでは、変動社会において成長し続ける要因の つにイノベーションが指摘され、それを牽
引する教育の役割に大きな期待が寄せられている（ ）。さらに日
本においても、 科学技術創造立国の実現に向けて世界をリードし、成長し続けるために
は、イノベーションを絶え間なく創造できる人材の育成が求められている ）。
このようにイノベーションが求められる社会では、経済活動を推し進めるための要素とし
て質の高い労働力に関心が集まり、これまでとは異なる能力や技術を扱う質の高い教育が要
請される。それゆえ教師には、生徒が労働市場で求められる大量の知識と精鋭化した技術を
獲得できるように、教師自らが研鑽を積み、教育改善を進めていくことが求められるのであ
る（ ）。
先行研究では、上述したようなイノベーションに取り組む意義やその果たす役割の重要性
を指摘する啓発的な研究が蓄積されてきた。しかしながら、学校現場でイノベーション人材
の育成を担う教師が、イノベーションに結びつくような行為をどのように認識し、行動して
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）文部科学省科学技術・学術審議会（ ） 知識基盤社会を牽引する人材の育成と活躍の促進に向け
て 答申
いるかについては、素朴に浮かび上がる重要なテーマであるにもかかわらず看過されてきた
のである。
そこで本稿では、 “ ”に着
目する。この報告書では、世界各国の競争力を示す指標としてイノベーションの項目が設定
されており、それぞれにおけるイノベーションに対する取り組み度合いの数値が示されてい
る。ここでは、このイノベーションポイントが高い国を、いわばイノベーションのエキス
パートとして捉え、そこにイノベーションを促進する手掛かりがあると考える。後に示すよ
うに、本稿の中心的な分析対象となる日本は、イノベーションのポイントが世界 位
（ ）であり、中でも調査対象となる職業高校の教師は、構造
的に労働市場からの要請を意識せざるを得ない立場にある。それゆえ本調査により、かれら
のイノベーションに関わる認識や行動を明らかにすることは、これからの教師教育を検討す
る上で、示唆に富むものと推測される。
以下では、調査の概要（ 節）を示した後、日本の教師調査の単純集計結果を概観する（
節）。さらに、後に示す理由により設定されたカナダでの調査と日本との比較を行い（
節）、それらを踏まえて本調査結果のインプリケーションを示す（ 節）。
．調査の概要
本調査は、日本とカナダの か所で収集したデータを使用し分析を行う。調査データは、
年に行った日本の商業科・工業科教員を対象とする質問紙調査（ ）と、 年に
カナダで行われた （ ） （ ）を用い
る。なお、 では、教員以外の職種が含まれているため、本報告ではパイ
ロット調査として参考程度に分析を行い、詳細については稿を改めて検討を行う。
次に、分析の中心となるイベーションに関する日本の位置づけについて、“
”（ ）より概観する。ここでは、経済
や地理的な状況を基準に区分された に属する主要諸国の状況につい
て確認したい。図 、図 は、各国の競争力のうち のポイントを高い順に並べた
ものである。それによれば、 位スイス（ ポイント）、 位フィンランド（ ポイント）、
位アメリカ、イスラエル（ ポイント）、 位ドイツ、スウェーデン、日本（ ポイン
ト）となっており、カナダは の平均値（ ポイント）を下回り、
位（ ポイント）にある。このように、日本のイノベーションに関する競争力は、先進諸
国の中でも上位にあると言えるだろう。
そうした国際比較による日本のイノベーションに対する評価を踏まえ、次節では、イノ
ベーションを進展させる人材養成の裾野を担う学校の教師に目を向ける。そこでは、教師の
日常の教育活動や校務分掌など学校における職務に対する意識や取り組み方を数値化し、そ
の実態について検討を行う。
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．単純集計による結果
学校における業務の取り組み状況
まずは、日本の教師がどのようにして学校での業務に取り組んでいるのか、見てみよう。
表 は、 あなたは教科や校務分掌などの教師の仕事において、次の活動にどの程度取り組ん
でいますか への回答についてまとめたものである。指標には、 いつも取り組んでいる
を 、 たいてい取り組んでいる を 、 ときどき取り組でいる を 、 あまり取
り組んでいない を 、 全く取り組んでいない を と数値化し、平均値を算出し
た。
それによれば、 ポイント以下の項目では 自分の判断により仕事で使う新しいパソコン
ソフトをインストールすること （ ポイント）、 着任以前からの課題に対し新しい解決
方法を考えること （ ポイント）とあるように、個々で進めるようなイノベーションの
事項でポイントが低くなっている。一方、 課題に対し直接関係のある人と話し合いをする
こと （ ポイント）、 同僚の仕事において工夫すべきことがあれば、積極的に考えてあ
げること （ ポイント）、 同僚と協力してアイデアを実際に使えるようにすること
（ ポイント）のように、日々の教育活動や業務を共にする同僚との話し合いの事項にお
いて、ポイントが高くなっている。これらのことから、日本の教師は、イノベーションにか
表 学校における業務の取り組み状況
かわる活動において、同僚との協働を軸に進めていると推測できるだろう。
業務改善への関心と方法
次に、教師が業務を改善するためにどのような方法に関心を持っているのか、について見
てみよう。表 は、 あなたは教科や校務分掌などの教師の仕事において、次の活動について
学びたいですか への回答についてまとめたものである。指標には、 とても学びたい を
、 まあ学びたい を 、 あまり学びたくない を 、 全く学びたくない を
と数値化し、平均値を算出した。
それによれば、 アイデアに対し周囲からの賛同を得られるようにすること が ポイ
ント、 アイデアを教科や分掌の会議などで紹介すること が ポイントと ポイント前
後になっているが、 ポイントを超える項目もある（ アイデアを行動に移すこと
（ ）、 新しい仕事の進め方や技術、道具を考えること （ ））。ここから読み取れる
ことは、日本の教師が、総じて業務改善の方法に関心を持っており、特にアイデアを実行に
移したり、新しい仕事の進め方を考案するなどアイデアを実践することに意欲がある、と解
釈できるだろう。
続いて、教師が業務を改善するためにどのような方法に関心を持っているのか、について
見てみよう。表 は、 教科や校務分掌などの教師の仕事に関して新しいアイデアや方法を学
ぶ際、教師にとってどのような形式が適合的だと思いますか への回答についてまとめたも
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のである。指標には、 とても合っている を 、 まあ合っている を 、 どちらと
も言えない を 、 あまり合っていない を 、 全く合っていない を と数値
化し、平均値を算出した。
それによれば、非常に忙しい教師の日常を反映してか、教師は自ら計画立てて行う研修よ
りも、集団であまり時間がかからない形式を好むようである。例えば、 ワークショップ形
式（グループディスカッションや実践的な活動中心の研修） では ポイント、 ゼミナー
ル形式（ディスカッションを含む専門講師による短時間の講義） では ポイントとなっ
ている。また、 自主研修形式（個々で文献調査） は、 ポイントと最も低くなってい
た。ここから推測すれば、教師は、短時間でかつ協働的な活動を伴う研修をより好んでいる
と言えそうである。
自主研修の実際
では、教師は自主的な研鑽をどのように行っているのだろうか。ここでは教師の自主研修
の経験を振り返り、その実態について見ていきたい。
表 は、 昨年度、あなたはどのような自主的な学びを行いましたか への回答をまとめた
ものである。それによれば、 教育にかかわる新しい知識について調べたり学んだ （
）、 教育にかかわる新しい取り組みについて調べたり学んだ （ ）のように、教育に
かかわる先進的な情報収集を目的に自主研修を行っているようである。また、 チームワー
クや問題解決の仕方、コミュニケーションスキルについて調べたり学んだ （ ）や 学
校における業務改善の仕方について調べたり学んだ （ ）のように、半数近くの教員が
学校内部におけるチームワークや組織運営の改善にも関心を持っており、それに関する研鑽
を積んでいた。
以上の結果を総合的に考察すれば、次の 点について指摘できる。第 に、日本の教師は、
表 昨年 年間に行った自主研修の内容（ ）
同僚と新しいアイデアに関する議論やそれを実行することに対し概ね熱心である。第 に、
本調査における教師の大部分は、イノベーション的な取り組みに対し協働的な形式を好んで
いる。第 に、教師は学校組織の発展にも関心を持ち、業務改善や実践に結びつく教師集団
づくりに興味を持っている。
こうした日本の教師の性質には、どのような社会的要因があるのだろうか。次に、カナダ
の調査や他の変数との比較分析から検討していく。
．教育歴と業務適合度の比較分析
近年、世界各国では顕著に見られる高等教育拡大により生じる、仕事の業務内容と教育歴
のミスマッチが指摘されている。こうしたミスマッチは、仕事を進めていく上で大きな障壁
となることが考えられる。
図 は、カナダ調査のうち、教育歴と業務適合度との関係について過去 年間の推移を示
したものである。これによれば、 教育が足らない と回答する割合が減少する一方で、 必
要以上に教育を受けている と回答する割合が、 年では 年よりも ポイント増加し
ている。また、教育歴と業務内容との関係が良好な状態だと考えられる ちょうど良い へ
の回答は、 回の調査ともに となっており、半数は自らの教育歴を業務内容と照らし
合わせた場合、ミスマッチを感じていると言えるだろう。
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一方、日本の教員は、教育歴と業務との適合性についてどのように認識しているのだろう
か。日本の調査結果（図 ）によれば、 必要以上に教育を受けている と感じる教師の割合
は にすぎず、 教育が足りない という項目においても、その割合は と小さくなってい
る。すなわち、 ちょうど良い （ ）が示すように、日本の教師は教育歴と職業との適合
性が高く、そのことが日本の教師による様々なイノベーションにかかわる業務に関連してい
るのかもしれない ）。
こうした職業に就くための養成期間と職業との適合度について、日本の教職教育の文脈に
照らした場合、教職大学院の課題が浮かび上がる。 教職に求められる高度な専門性の育成
への特化 ）を制度設計とした教職大学院は、全体の定員充足率が と低調な結果と
なっている。課題が山積する今日の学校の状況を鑑みれば、教職の高度化は必須であるが、
教員養成期間の長期化が教職の魅力をそいでしまう逆効果の可能性がある。職務の専門性や
待遇などといった総合的な見地から、大学院レベルの教員養成の在り方について検討する必
要があるだろう。
．おわりに
これまで本稿で分析してきたことを振り返ると、次のようになる。第 に、学校業務への
取り組み状況では、教師は業務改善にあたって同僚とかかわりを持ちながら進めることが多
）なお、本調査では、職業的発達にかかわる職場の支援についても扱った。下図のように、日本の学校で
は教師の が 非常に奨励している と感じているのに対し、カナダではそのほぼ半数にあたる しか
なく、逆に 奨励していない では、日本の教師は であるのに対し、カナダでは と高くなってい
た。こうした状況は、日本の教師の雇用形態や教育委員会による研修の制度など、教師を取り巻く様々な
制度的特徴が反映しているものと考えられる。だが、伊勢本ら（ ）が指摘するように、教師が学校現
場で受ける研修の多くは、中央教育審議会の答申や文部科学省の通達に対する、いわば伝達講習である。
それゆえ、本データが教師の専門性を高めるイノベーションにどのように関連しているかを解釈するため
には、さらなる検討が必要であるため、今後の課題としたい。
）文部科学省中央教育審議会（ ） 今後の教員養成・免許制度の在り方について 答申
図 自主的な研修に対する職場の支援
（ ）
かった。第 に、業務改善の方法について、教師は新しいアイデアを出すにとどまらず実践
に移すことに関心があり、それを学ぶ手段として、短時間でかつ協働的な活動を伴う研修を
より好んでいた。第 に、そうした業務改善は、チームワークや組織運営に目が向けられ、
教師の集団づくりを重視しているようであった。第 に、教師は自らの教育歴と業務内容に
ついて、一般のカナダ人よりも高い適合度を認識していた。
以上を踏まえると、日本の教師を語る際にしばしば登場する同僚性が、教師の業務遂行に
おいて欠かせない要素だと考えられる。このことは、山田（ ）が指摘するように、日本
の教師の力量形成において、先輩教師や同僚教師の影響が大きく、こうした学び合う関係が
教師の資質向上に結びついていると考えられる。だが、近年の学校現場では、仕事量や多忙
感が増し、子どもや同僚とのコミュニケーションの時間が減少している。それゆえ、学校の
職場環境の改革を行い教師が自由に意見交換できるような状況を作り出すことが日本の教育
改革には必要だろう。
今後の課題としては、今回収集した日本の教師の意識や行動のデータを相対化するため、
さらに多くのデータと突き合わせることである。そのためには、質問紙の調査項目を単に翻
訳したものにするのではなく、教育制度などの社会的文脈を汲み取り、調査設計の意図を反
映したものにする必要がある。本調査でもそうした点に注意を払い調査を設計したが、至ら
ぬ部分もあった。国際調査の難しさである。そうした課題を乗り越えるためには、調査地域
の教育諸事情について相互理解を深めながら研究協力者と緊密な連携を取り、対象地域を増
やしてさらなる分析の精緻化を目指したい。
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